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○長崎県建設工事低入札価格調査制度要綱 

平成25年６月28日 

長崎県告示第709号 

改正 平成27年３月20日告示第358号 

令和元年８月30日告示第253号 

令和４年３月25日告示第239号 

長崎県建設工事低入札価格調査制度要綱 

長崎県建設工事低入札価格調査制度要綱（平成15年長崎県告示第782号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この要綱は、長崎県が発注する建設工事の品質の確保と適切な施工を図るため、長崎県建設工事執行

規則（昭和49年長崎県規則第30号）第９条第３項の規定により長崎県が発注する建設工事の競争入札の際

に適用する低入札価格調査制度の取扱いを定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 特定調達契約 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令

第372号）の規定が適用される契約をいう。 

(２) 対象工事 長崎県が発注する建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する

建設工事をいう。）のうち、特定調達契約のもの及び国からの受託事業に係る建設工事等であって、競

争参加資格委員会が認めるものをいう。 

(３) 関係部 内部組織の設置に関する条例（昭和28年長崎県条例第１号）に規定する部のうち、総務部、

県民生活環境部、水産部、農林部及び土木部をいう。 

(４) 関係部等 関係部及び教育庁並びに警察本部をいう。 

(５) 事務所 関係部等の建設工事に係る入札事務を執行する課若しくは室、長崎県振興局設置条例（平

成21年長崎県条例第11号）に規定する振興局又は長崎県組織規則（昭和46年長崎県規則第35号）第26条

の表の県民生活環境部の項、水産部の項、農林部の項若しくは土木部の項に掲げる地方機関及び教育庁

の教育機関で建設工事に係る入札事務を執行する事務所等をいう。 

(６) 競争参加資格委員会 関係部等及び事務所において、別に定めるところにより設置した、建設工事

に係る競争入札の参加資格の審査に係る委員会をいう。 

（低入札調査基準価格の設定） 

第３条 低入札調査基準価格（消費税及び地方消費税を除く。以下同じ。）は、別表の左欄の工事区分に応じ、
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同表中欄の方法により算定し、同表右欄の範囲で設定する。 

２ 低入札調査基準価格は、予定価格調書に記載するものとする。 

（低入札調査対象者） 

第４条 前条の低入札調査基準価格を下回る価格で入札を行った者は、低入札調査対象者とする。ただし、別

に定める低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査要領（以下「要領」という。）の特別重点調査

対象者となった者については、当該要領に基づく調査を実施するものとする。 

２ 事務所の長は、前項の低入札調査対象者で契約を締結しようとする者に対して、次に掲げる条件を履行す

ることを求めるものとする。 

(１) 請負代金額の10分の３以上の契約保証金を納付すること。 

(２) 配置予定技術者とは別に配置予定技術者と同一の資格（同種工事の経験を除く。）を有する技術者

１名を専任で配置すること（低入札調査対象者が特定建設工事共同企業体の場合は、代表構成員に対し

てのみ求めるものとする。）。 

(３) 前号の技術者は、施工中、配置予定技術者を補助し、建設業法第26条の３に規定する職務と同様の

職務を行うものとすること。 

(４) 前払金の金額を請負代金額の２割以内とすること。 

（調査資料の提出） 

第５条 事務所の長は、前条の低入札調査対象者がある場合には、入札を一時保留し、低入札調査対象者の全

員から別に定める資料（以下「資料等」という。）の提出を求めるものとする。 

２ 低入札調査対象者は、前項の規定により資料等の提出を求める旨の通知を発送した日の翌日から起算して

７日以内（長崎県の休日を定める条例（平成元年長崎県条例第43号）第１条に規定する休日を除く。）に

前項に規定する資料等を提出しなければならない。 

３ 資料等については、提出期限後における差替え及び再提出は認めないものとする。ただし、資料等及び聴

取りの内容により、事務所の長が必要と認め、入札者に対し、記載要領に従った記載を行うべきこと、必

要な書類を提出すべきこと等の教示を行った場合は、この限りでない。 

（調査の実施） 

第６条 事務所の長は、低入札調査対象者が行った入札価格によって、契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるか否かについて、次に掲げる内容により調査を行い、その結果を事務所の競

争参加資格委員会の審査に付するものとする。この場合において、事務所の長は、関係部等の競争参加資

格委員会に意見を求めることができる。 

(１) その価格により入札した理由 
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(２) 入札金額の積算内訳 

(３) 契約対象工事付近における手持ち工事の状況 

(４) 契約対象工事に関する手持ち工事の状況 

(５) 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連 

(６) 手持ち資材の状況 

(７) 資材購入先及び購入先と入札者の関係 

(８) 手持ち機械数の状況 

(９) 労務者の具体的供給見通し 

(10) 過去に施工した公共工事名、発注者及び工事成績 

(11) 経営状況 

(12) 信用状況 

(13) その他必要な事項 

２ 事務所の長は、必要に応じて聴取りにより調査を実施することができる。この場合において、低入札調査

対象者は、調査に協力しなければならない。 

３ 低入札調査対象者が、定められた全ての資料等を提出しない場合又は聴取りに応じない場合は、当該者の

入札は無効とする。 

（落札候補者の決定） 

第７条 事務所の長は、前条の規定に基づき、低入札調査対象者の入札価格により、契約の内容に適合した履

行がなされると認めるときは、当該者のうち最低の価格で入札した者を落札候補者とし、直ちにその旨を

様式第１号により入札者全員に通知するものとする。 

２ 前条の規定に基づき、低入札調査対象者の入札価格によっては契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるときは、その者を失格とする。 

（調査結果等の公表） 

第８条 入札の結果は、入札結果一覧表を事務所において閲覧に供する方法により、公表するものとする。 

２ 事務所の長は、落札者の決定後遅滞なく、低入札調査基準価格を記載した入札結果一覧表を作成しなけれ

ばならない。 

３ 事務所の長は、第６条の調査を実施したときは、低入札価格調査結果表（様式第２号）を、入札結果一覧

表に添付しなければならない。 

４ 入札結果を公表する期間は、契約を締結した日の翌日から起算して１年とする。ただし、契約を締結しな

い場合は、その旨を通知した日の翌日から１年を経過した日までとする。 
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（監督等） 

第９条 この要綱の規定を適用して行う契約の履行に当たっては、その適正な履行を確保するため、次の措置

を講じるものとする。 

(１) 建設業法第24条の７の規定による施工体制台帳を提出させ、及び必要に応じその内容について聴取

りを行うこと。 

(２) 工事の監督及び検査業務を強化すること。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成25年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第３条第１項の適用については、当分の間、「予定価格」とあるのは「設計金額（設計書、仕様書等によ

って算定された当該工事に要する総額をいい、取引に係る消費税及び地方消費税の額を除いたものをい

う。）」とする。 

前 文（平成27年３月20日告示第358号）抄 

平成27年４月１日から適用する。 

前 文（令和元年８月30日告示第253号）抄 

令和元年９月９日から施行（適用）する。 

前 文（令和４年３月25日告示第239号）抄 

令和４年４月１日から施行（適用）する。 

別表（第３条関係） 

（低入札調査基準価格の設定） 

工事区分 ①低入札調査基準価格（消費税及び

地方消費税を除く。）の算定（合

計額の1,000円未満の額は切り捨

てる。） 

②低入札調査基準価格（消費税及び

地方消費税を除く。）の設定の範

囲（※） 

土木工事、鋼橋及び鋼製の横断歩道

橋等の工場製作工事並びに土木関

連の電気設備工事、電気通信設備工

事及び機械設備工事 

直接工事費の額×97％＋共通仮設

費の額×90％＋現場管理費の額×

90％＋一般管理費等の額×68％ 

上限額は予定価格×92％ 

下限額は予定価格×90％ 

（各々の1,000円未満の額は切り捨

てる。） 
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建築工事（建築関連の電気設備工

事、機械設備工事及び解体工事を含

む。） 

（直接工事費の額×9／10）×97％

＋共通仮設費の額×90％＋｛現場管

理費の額＋（直接工事費の額×1／

10）｝×90％＋一般管理費等の額×

68％ 

建築関連の昇降機設備工事その他

の製造部門を持つ専門工事業者対

象の工事 

（直接工事費の額×8／10）×97％

＋共通仮設費の額×90％＋｛現場管

理費の額＋（直接工事費の額×2／

10）｝×90％＋一般管理費等の額×

68％ 

※①により算定した額を予定価格により除した割合が92％を超える場合にあっては92％と、90％に満たな

い場合にあっては90％とする。 

※当分の間、「予定価格」とあるのは「設計金額（設計書、仕様書等によって算定された当該工事に要す

る総額をいい、取引に係る消費税及び地方消費税の額を除いたものをいう。）」とする。 
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